
 三井住友トラスト・ホールディングスの高倉です。

 本日はご多用のところ、当社の2022年度中間期、決算説明会動画をご視聴いただき、誠にありが
とうございます。

 決算の実績と予想につきまして、ポイントを絞ってご説明したあとに、企業価値向上に向けた取り組
みについて、お話しします。

 資料4ページにお進みください。
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2022年１１月１８日

202２年度中間期 決算説明会
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今回お伝えしたいメッセージ

企業価値向上に向けた取り組み企業価値向上に向けた取り組み

22年度上期決算、22年度通期予想22年度上期決算、22年度通期予想

 信託関連ビジネスを軸に、資本効率の高い利益成長を加速

 成長領域への戦略投資で資金・資産・資本の好循環を促し、新しい市場を創出・拡大

 価値創造の起点となる人的資本の充実により、お客さまや社会とともに成長

2

 実質業務純益と親会社株主純利益の通期予想に対する進捗率は各々54%・55%と堅調

 足もとの不透明なビジネス環境を踏まえ、親会社株主純利益は1,900億円の年度計画を維持
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① 22年度上期決算、22年度通期予想① 22年度上期決算、22年度通期予想

3
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22年度上期決算

21年度 22年度 22年度

（億円） 上期実績 予想 上期実績 前年同期比 予想比 予想 21年度比

1 実質業務純益 1,744 1,450 1,682 △ 62 + 232 3,100 △ 360 

2 実質業務粗利益 4,007 3,850 4,085 + 77 + 235 8,000 △ 81 

3 総経費 △ 2,262 △ 2,400 △ 2,402 △ 139 △ 2 △ 4,900 △ 279 

4 与信関係費用 51 △ 100 △ 88 △ 140 + 12 △ 200 +215 

5 株式等関係損益 △ 180 0 △ 25 + 155 △ 25 0 +383 

6 その他の臨時損益・特別損益 △ 101 △ 120 △ 123 △ 21 △ 3 △ 250 +131 

7 親会社株主純利益 1,110 900 1,040 △ 69 + 140 1,900 +209 

8 手数料収益比率 50.7% 53.2% +2.5% 

9 OHR 56.4% 62.3% 58.8% + 2.4% △ 3.5% 61.3% 2.5%

10 自己資本ROE 8.11% 7.63%  △ 0.48%

11 普通株式等Tier1比率 12.65% 11.11%  △ 1.54% （*）

（*） 22/9末の普通株式等Ｔｉｅｒ1比率（バーゼルⅢ最終化ベースの試算値）は9.3％

【主なKPI】

22年度

予想

15 配当性向 38.7％

21年度 22年度 22年度

（円） 上期実績 上期実績 増減 予想 21年度比

12 親会社株主純利益 296 279 △16 514 +62 

13 配当金 80 100 +20 200 +30 

22/3末 22/9末

（円） 増減

14 純資産 7,249 7,406 +157 

【1株当たり情報】 【株主還元】

 実質業務純益、親会社株主純利益とも予想を上回る実績。通期予想比の進捗率も各々54％、55％と堅調

 実質業務純益、親会社株主純利益とも前年同期比減益。予想にも織り込みの前年度市況要因の押上げ効果剥落が主因

 足もとの不透明なビジネス環境を踏まえ、22年度通期予想を据え置き

4

 22年度上期の実質業務純益は1,682億円でした。

 年度計画に対して54%の進捗で、期初予想を上回る実績です。

 着実に稼ぐ力がついてきていると感じていますが、運用ビジネスの一部では、市況の影響などに
よる苦戦も見られます。

 親会社株主純利益は1,040億円で、年度計画に対して55%の進捗となりました。

 変化が大きく、不透明な経済環境が続いています。

これまでの慎重な構えを維持して、今年度の業績予想は、据え置きとしています。

 7ページまでお進みください。
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実質業務純益

手数料関連利益・その他約+90 総経費約△30
前年寄与の市況押上げ
効果剥落 約△110

21年度
上期実績

22年度
上期実績

1,744億円

1,682億円
（前年同期比
△62億円）△124

億円

+59億円

+143
億円

△139
億円

実質的な
資金関連
の損益

手数料
関連利益

その他の利益
（外貨余資運用益除く） 総経費

外貨組合出資関連 約△80

連結子会社提携
出資先配当

約△30

粗利・経費が連動（粗利約+110⇔経費約△110）

 実質的な資金関連の損益は減益。前年度の市況要因による収益押上げ効果の剥落が主な要因

 手数料関連利益は増益。不動産仲介が引き続き好調、法人与信関連手数料も寄与

 総経費は増加。粗利連動経費の他、人的資本投資、システム関連が増加の要因

人的資本投資
システム関連等

不動産仲介 約+60

法人与信関連 約+40

（※）上記以外の資金関連損益増減
外貨余資運用益+255、預貸粗利鞘+80、NCD・USCP△462
為替円安影響約+80、国内組合出資関連約+30

5
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親会社株主純利益

 通期予想1,900億円に対して55%の進捗。実質業務純益の減少を主因として、前年同期比△69億円の減益

 与信関係費用が前年同期比△140億円となる一方で、株式等関係損益は前年度の損失解消で155億円の増加

21年度
上期実績

22年度
上期実績

1,110億円 1,040億円
（前年同期比
△69億円）

その他

実質業務
純益

与信関係
費用

株式等
関係損益△62

億円

△140
億円

+155
億円

△22億円

上記の増減金額は実効税率考慮前ベース

与信関係費用
（21/上期+51→22/上期△88）

・上期は1Qと概ね同水準
2Qでの新規発生は限定的

・2Qの特例引当金取崩しは限定的
22/9末時点で203億円を維持

株式等関係損益
（21/上期△180→22/上期△25）

・政策保有株売却益約180億円の
一方、ベア投信売却損約△180億円

・通期予想0億円に変更なし

6
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リスクへの備え（環境変化への適応）

 2017年度よりリスクコントロール戦略を転換。足元の環境変化に適応

市場環境の変化

1990年～ 足元

VS

2017年～

景気
改善

景気
後退

景気
改善

景気
後退

1.株価

2.信用

3.債券

1.株価

2.信用

3.債券

巻き戻し

・株式ヘッジ

・政策株削減加速

・特例引当金

・金利リスク抑制

リ
ス
ク
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

株、クレジットと
債券の逆相関
（債券益計上）

リ
ス
ク
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

P8,9

ベア投信
政策株ゼロ方針

BS拡大せず

債券投資抑制

1.

2.

3.

7

過剰流動性拡大

 この5年間で転換してきたリスクコントロール運営について、説明します。

 2017年度から、政策保有株式のヘッジ手法を米国債からベア投信に本格的に切り替え、株価リス
クと金利リスクを抑えた運営を行ってきました。

 2021年には、従来型の安定株主としての政策保有株式は保有しないことを公表しています。

 また、景気が改善していくタイミングでもバランスシートを拡大せず、信用リスクを抑制した上で、
特例引当金などで将来の不確実性にも備えてきました。

 こうした運営の転換により、当社は、景気後退が懸念される足もとの局面でも、環境の変化に適応
することが可能です。

 詳細については、8ページおよび9ページをご覧ください。

 では、当社の企業価値向上に向けた取り組みについて、お話しします。

 11ページまでお進みください。
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リスクへの備え（①株価リスク ②信用リスク）

8

信用リスク

12年度以降での年間平均発生額約△90億円

与信関係費用（連結）推移

与信費用予想と特例引当金の合計額

株価リスク

1.1
兆円

0.4
兆円

政策保有
株式

株価
リスク

ヘッジ
取引

政策保有株式（時価）に対する
ヘッジ比率は約60％

ベア投信で政策保有株式の時価変動リスクをマネージ

株式の評価損益の増減推移（半期毎）

ヘッジ取引により
変動幅を抑制

政策保有株式の削減で
株価リスクを縮減

加えて

（億円）

19年
下期

20年
上期

20年
下期

21年
下期

21年
上期

22年
上期 22年度期初 22年9月末

合計
約410億円

合計
約320億円

約210
億円

約200
億円

約200
億円 約120

億円

22年度上期
約90億円費消与信費用

予想

特例引当金

引き続き
十分な備え

（*） 上表は、特例引当金の計上・取崩しを控除して記載
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リスクへの備え（③金利リスク ④外貨流動性リスク）

金利リスク 外貨流動性リスク

(*1) 0.1％金利が低下したときの評価損益の増減(三井住友信託銀行)
マーケット事業において保有する債券/デリバティブ（ALM目的除く）

米金利変化0.1%あたりの感応度（*1）

（10 basis point value）

リスクを
更に縮減

米国債含み損 ヘッジ取引含み益

△590億円 345億円

ネット（22/9末）

△245億円＋ ＝

貸出
48.1

顧客受信等
(中銀預金含む)

46.2

長期安定調達
(円投/社債等)

27.1
クレジット

債券等 8.3

コア資産
56.4

コア調達
73.4

（10億ドル）

（10億ドル）

外貨バランスシートの状況（三井住友信託銀行、22年9月末残高）

粘着性の高い
顧客受信を中心に

コア調達を実施

保守的な
外貨調達

運営を継続
【長期安定調達比率（ / ） 】

米国債の含み損に対し、ヘッジ取引で約60％の含み益あり

1

21

2

2017年度以降リスクを大幅に縮減

A

B

C

C A

A

C

高水準の
長期安定比率を維持

B

9
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② 企業価値向上に向けた取り組み② 企業価値向上に向けた取り組み

10



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 

企業価値向上に向けた取り組み ～全体像～

企業価値
（PBR）

資本効率
（ROE）

ビジネスの
成長（PER）

資本政策

社会課題解決と
市場の創出・拡大

利益成長

リスク・アセットを
増やさず収益拡大

安定的な手数料
収益が中心PBR1.0倍以上

資金・資産・資本の
好循環

将来成長に向けた投資

戦略
投資

資本効率性の
向上

バランスの良い
資本活用

個人

資産形成
高齢化

法人

持続的
成長

投資家

多様な
運用機会

11

 資産運用・資産管理など信託関連ビジネスを軸に、資本効率の高い利益成長を目指す

 将来成長が期待できる戦略分野へ積極的に投資を行い、社会課題解決を通じて新たなビジネス市場を創出・拡大

 今、来年度からスタートする次期・中期経営計画を社内で協議していますが、足もとの取り組みに
手応えを感じており、戦略の方向性を大きく変えることは考えていません。

 まず、資産運用・資産管理など信託関連ビジネスを軸に、資本効率の高い利益成長を進めます。そ
のうえで、将来の成長に向けた戦略分野への積極的な投資で、資金・資産・資本の好循環を促し、
新たなビジネス市場を創り出していきます。

 現在、当社のPBRは0.6倍程度です。
社会的価値創出と経済的価値創出の両立を経営の根幹とする当社として、この水準を看過するこ
とはできません。
私はこれを、できるだけ早いタイミングで、１倍以上の水準まで引き上げたいと考えています。

 国内唯一の信託銀行を中核とした金融グループとして、他社とは異なる独自の将来成長を皆さま
にご理解・ご期待いただけるように、しっかりと取り組んでまいります。

 １2ページをご覧ください。
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 リスク・アセットを大きく増加させずに利益成長を実現するビジネスモデル。AUM/AUCは10年間で倍増

 資産運用および資産管理ビジネスを中心とした安定性の高い手数料が利益成長のドライバー

121

10年間の振り返り ～質の高い収益成長～

リスク・アセットと親会社純利益 貸出金とAUM/AUC 手数料収益

12

親会社株主純利益

リスク・アセット

リスク・アセットを増加させずに
利益成長を実現

貸出金残高はほぼ変わらず
AUMおよびAUCは倍増

安定的な収益を中心に
手数料収益が増加

12年度 21年度 13年度 21年度

291

32

63

121

（兆円）
（億円）

184

412

24

 経営統合から10年以上が経過し、当社のキャピタルライトで質の高い利益成長について、具体的
な数値で実績をお示しできるようになってまいりました。

 これらのグラフが示すとおり、当社はこの10年の間、リスクアセットを大きく増やさずに、安定的な
手数料を中心に利益を伸ばしています。

 具体的な事例をいくつか紹介します。

 １3ページにお進みください。
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103億円

0億円

50億円

100億円

150億円

200億円

250億円

300億円

350億円

0兆円

5兆円

10兆円

15兆円

20兆円

25兆円

30兆円

35兆円

40兆円

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

AUM

業務純益

0.0兆円

1.0兆円

2.0兆円

3.0兆円

4.0兆円

5.0兆円

6.0兆円

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

日興アセットマネジメント

10年間の振り返り ～投資家/資産運用ビジネス～

13

プライベートアセット領域での投資家ビジネス

人的資本やネットワークへ投資、顧客サポートも充実

1

投信会社 満足度調査 （*1）

収益

4倍

約1,300
億円

約400
億円

31兆円

14兆円

（*2）

*1 「ファンド情報」による第16回投信会社満足度調査（2022年）
*2 AUMは当該年度の期首残高と期末残高の平均

4年連続で1位獲得

バランスシートを活用した投資家ビジネス展開

当社
B/S

0.7兆円

4.1兆円

79億円

307億円

23億円

AUM

収益

4倍

・自己勘定投資で得たノウハウを投資家に還元

・投資機会および資産管理サービスを提供

AUM
+3.4兆円

B/S
+0.09兆円

AUM
+17兆円

・AUMを大幅に拡大

 投資家とのビジネスにつながるバランスシート活用。自己投資で得たノウハウを投資家ビジネスに活用、収益を拡大

 日興AMでは、継続的な人的資本・ネットワークへの投資などで付加価値を向上させ、AUMは10年間で倍増

 プライベートアセット領域では、自ら投資して獲得した知見やノウハウを投資家に還元して、ニーズ
のあるお客さまに、投資機会や資産管理サービスなどを提供してきました。

 この6年間で自らの投資残高は900億円ほど増えましたが、この投資が呼び水となって、投資家
のお客さまからの預かり資産は、同じ期間で3兆円以上拡大しています。

 こうした、投資家ビジネスにつながるバランスシートの活用は、信託を軸とする当社の特長であり、
キャピタルライトな利益成長を支えています。

 ページ右側では、日興アセットマネジメントの10年間を振り返っています。

 2012年からの10年間で、預かり資産は2倍以上に増加しました。

その間に、業務純益は約4倍の規模に成長しています。

 人的資本やネットワークへの持続的な投資による付加価値の高いサービスや、4年連続で満足度ナ
ンバーワンの顧客サポートなどが、同社の成長を牽引してきました。

 １4ページでは、証券代行ビジネスにおける収益推移を示しています。
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１０年間の振り返り ～証券代行ビジネス～

 コーポレートガバナンス高度化の課題を捉え、コンサルティング専任者など人的資本に投資

 高付加価値サービスでコンサルティング収益を拡大。顧客満足度向上により、収益基盤はさらに安定
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証券代行ビジネスの収益推移（業務粗利）

ガバナンスサーベイ®
フィードバック資料

国内最大級のガバナンス調査

1,879社1,074社

2017年

2022年

参加企業数は
5年で1.8倍に増加

上場会社数（22年9月末時点）
プライム市場1,831社
スタンダード市場1,448社

人的資本とビジネス基盤を活用したサービス提供日本企業のコーポレートガバナンス高度化をサポート

（*） 三井住友信託銀行

409
億円

355
億円

（億円）

コンサルティング手数料が
収益拡大を牽引

0

 安定した受託手数料に加えて、コーポレートガバナンス高度化の流れを捉え、コンサルティング手
数料が伸びています。

 専門性の高い人的資本への持続的な投資により、時代ごとに変わる企業ニーズにも適応した商品
・サービスを提供できることは、当グループの強みの一つです。

 ページ右側では、国内最大級のガバナンスサーベイをご紹介しています。

 コーポレートガバナンスへの取り組みを振り返り、課題を発見する機会として、上場している企業
の半分以上にご参加いただいています。

 16ページまでお進みください。
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利益成長利益成長
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 当グループの強みである多様な接点を活かし、資金・資産・資本の好循環を促進。新たな市場を創出・拡大

 個人・企業・投資家それぞれに生じる社会課題に対して、信託ビジネスを中心に付加価値の高いソリューションを提供

資金・資産・資本の好循環と新たな市場の創出・拡大
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投資家

資産運用
資本市場

実物資産市場
（不動産、インフラなど）

運用・管理・仲介・
コンサル

企業

資金供給

銀行業務

元本・利息

配当

個人・家計

安心・安全なサービス

投資

投資

投資

証券代行
（配当）

資産形成 ＞ 資産管理 ＞

＜ 相続・贈与

持続的成長

資産形成

各種ソリューション提供

（*） 主たる起点となる経済主体に記載

多様な運用機会

高齢化

社会課題(*)

社会課題(*)

社会課題(*)

 当グループは、個人、法人、投資家といった経済主体や、資本市場、実物資産市場などと、多様な接
点を持ちながら、幅広いビジネスを行っています。

 この多様な接点を活用して、資金・資産・資本の好循環を促し、新しいビジネス市場を創り出すこと
が、当グループの基本的な利益成長に向けた取り組みです。

 我々は、この好循環を生み出すには社会課題の解決が必要だと考えており、その解決には、付加価
値の高い信託の機能・サービスが不可欠だと考えています。

 １7ページをご覧ください。
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信託の発展とともに

 信託財産受託残高は直近10年間で倍増。社会的ニーズの高まりを背景に、更なる成長を見込む

 信託の担い手も多様化。信託を中核とする金融グループとして機能・サービスを提供し、ともに成長・発展していく

国内で唯一の
信託を中核とする金融グループ

信託銀行

当社の信託代理店：44行
相続（遺言・遺産）取扱店舗数

：約2,000店舗

更なる成長
［信託財産受託残高の推移］（*）

22/3末：約1,500兆円
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信託100年 成長の歴史

信託の担い手が拡大 信託銀行

信託会社

地域金融機関等

SuMi TRUST

信託財産は
10年間で倍増

20201920

（出所：信託協会統計資料）
（*）国内で信託業務を営む金融機関等の計数の集計

（兆円）

1,000

500

1,500
高齢化資産形成

持続的成長 多様な運用機会

ESG経営
イノベーション

企業

国内外の
多様な運用

ニーズ

人生100年時代

更なる成長のドライバー

85社

社数は2022年10月20日時点
（出所：信託協会HP）

7社

1990

2022

パートナーとして
ともに成長・発展

次の100年へ

11社

45社

29社

2000198019601940

 今年、2022年は、信託法・信託業法が施行されてから、ちょうど100年目にあたります。

 2022年3月末の信託財産は業界全体で1,500兆円ほどで、この10年間で倍の規模に拡大しま
した。
足もとの受託残高の伸びは、国民の資産形成ニーズの高まりを受け、投資信託がドライバーになっ
ています。

 信託100年を振り返りますと、時代ごとの社会課題の解決に、信託の柔軟な商品設計力や高度な
専門性を提供し、社会とともに成長・発展してきた歴史があります。
高度成長期の巨額の資金需要から生まれた貸付信託や、国民の長期にわたる資産形成をサポート
する年金信託が、その代表例です。

 今の時代におきましても、人生100年時代やESG経営などの重点領域で信託の力を発揮し、時代
とともに変化する社会課題の解決に貢献してまいります。

 また、下段でお示ししているとおり、信託の担い手も拡大し、多様化してきました。
中でも、地域金融機関との間では、信託代理店契約などを活用した連携を進めています。

 多様な信託の担い手は、競合相手ではなく、信託業界をともに盛り上げていくパートナーです。
当社が持つ専門性の高い機能・サービスを共有し、ともに、成長・発展してまいります。

 ここからは、経済主体ごとの取り組みについて、ご説明します。

１8ページをご覧ください。
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個人のお客さまへの取り組み ～社会課題～

 個人は、3,000兆円の資産を保有。「貯蓄から投資」の流れを促進し、資金の循環を創出することが課題

 高齢化の進展により将来への不安が拡大。個人の莫大な資産を安心・安全に次の世代につなぐことが不可欠

個人の資産を循環させることが課題 高齢化の進展による不安の拡大
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■ 75歳以上人口の推移（*2）

■ 2030年までの相続資産の推計値（*3）

（推計）

2030年には
5人に1人が
75歳以上に

将来への
漠然とした不安拡大

10年間で
相続による

移転資産700兆円

大相続時代
が到来

（＊1）出所 ： 日本銀行「資金循環統計」
内閣府「国民経済計算」 （＊3）2020～2030年まで（当社推計）

現預金不動産

投信・株式・保険等

資金が滞留し
進まない資産形成

空き家問題
相続

各世代のライフプランに
基づいた多様な運用ニーズ

個人の資産

約3,000兆円（*1） （＊2）出所 ： 国立社会保障・人口問題研究所

 日本の個人・家計セクターは、2,000兆円の金融資産と1,000兆円の不動産を保有しています。

 金融資産の半分を占める1,000兆円は現預金のままで、「貯蓄から投資」の流れは、残念ながら、
まだ確認できません。
また、空き家や所有者不明土地の問題なども、稼働しない資産が増える原因になっています。

 資金や資産が、しっかりと循環する社会にしていくことが、私たちの役割です。

 資料の右側をご覧ください。

 2030年までに、700兆円の個人資産が相続によって移転します。
個人のお客さまが抱える漠然とした不安を解消し、安心・安全に次の世代へ引き継がれるよう、信
託の力でサポートしていきます。

 １9ページにお進みください。
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■ スマートライフデザイナー
会員数（累計）

個人のお客さまへの取り組み ～資産形成/職域ビジネス～

 企業とその従業員、双方の抱える課題の解決に向けて、高品質な金融教育と商品・サービスを提供

 システム投資により開発したアプリとコンサルティングサービスをシームレスにつなぎ、CXを向上
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職域ビジネスの取り組み アプリを通じたCXの向上および取引拡大

2社に1社が
従業員の資産形成に課題認識（*1）

2人に1人が
老後資金に不安（*2）

企業 従業員

従業員向けの金融教育の重要性高まる

（＊1）出所 ： 弊社アンケート「Employee Benefit Survey」
（＊2）出所 ： 弊社アンケート「１万人アンケート調査」

■ ライフプランセミナー参加者数

顧客基盤 金融教育ノウハウ

アプリの特徴

年金職業
収入

家族構成 住まい

年金

入力

家計・資産の現状把握、
ライフプラン設計から
資産形成に関する情報まで提供

今年度10万人を超える
会員の獲得を目指す

約6千人 約1.2万人

アプリ利用をきっかけに
より多くの提案機会を創出

双方の課題

約165万人

約41万人

DC運管先の
従業員数

財形・積立貯蓄
顧客

高品質な
金融教育

サービス

金融面の
不安を解消

 将来に向けた資産形成への不安は、企業と従業員が共通して抱える課題です。
三井住友信託銀行では、企業との職域取引を通じて、その従業員の皆さまに対して、年金ビジネス
で培った質の高い金融教育を提供し、資産運用や住宅ローンなどの取引につなげています。

 また、本年4月にリリースしましたスマートライフデザイナーなどシステムへの成長投資を継続し、
サービスや機能の拡充を進めてまいります。

 20ページをご覧ください。
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個人のお客さまへの取り組み ～資産承継/遺言～

 大相続時代の到来により遺言のニーズはこれまで以上に今後も拡大

 相続発生前後の取り組みを強化し、不動産などの領域で収益を拡大

拡大する遺言のニーズ 遺言保管先との取引による収益の拡大
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CAGR
＋5％

CAGR
＋6％

■ 遺言保管件数

遺言保管先
の総資産

8兆円
（30年度目標）

相続発生前

相続発生後
■ 不動産仲介手数料

遺言保管先から獲得した派生取引（*）収益

21年度

約50億円
30年度（目標）

95億円

うち約7％が地域金融機関等の
信託代理店を通じたもの

相続人のお客さまとの
不動産取引（21年度実績）

平均取引額
約5,000万円

360件
約4億円

約15億円まで
拡大目指す

 超高齢社会が到来して10年以上が経過し、遺言信託への関心がますます高まっています。

 地域金融機関からの紹介案件も含めると、年率5%ほどで受託件数が伸びています。
2030年には、遺言信託でお預かりする総資産が8兆円まで増加する見通しです。

 こうした遺言保管先の資産へのアプローチにより、相続発生前後での取引をさらに伸ばし、不動産
などの収益を50億円以上、拡大していきます。

 21ページをご覧ください。
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■ 信託口口座の開設

個人のお客さまへの取り組み ～資産管理/民事信託～

資産を安心・安全に管理するニーズ高まる 金融の面から民事信託をサポートし、漠然とした不安を解消

民事信託（*3）

 資産を安心・安全に管理する手法のひとつとして、民事信託のニーズが高まってる

 金融の面から民事信託をサポートし、個人の漠然とした不安を解消するとともに、市場の成長に貢献

■ 認知症推計患者数の推移（*1）

民事信託
組成

委託者
高齢者など

受託者
家族など

弁護士・司法書士
・税理士 等

資産管理を
信頼できる人に

託す仕組み

信託契約

サポートメニュー

連携

■ 認知症高齢者の推計保有資産残高（*2）

■ 各種金融商品・サービスの提供

市場の健全な成長に貢献

■ 信託口口座累計申込数推移（三井住友信託銀行）

分別管理に必要な
信託口口座の開設を

当社がサポート

信託の専門家として
市場の健全な成長に貢献

約400件

約3,000件

受託者
家族など

弁護士・司法書士
・税理士 等
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 高齢者が抱える不安は、相続だけではありません。

 2030年までに、300兆円を超える資産が認知症などで凍結される見通しです。
資産を安心・安全に管理する手法のひとつとして、民事信託のニーズが高まっています。

 当社は、民事信託の取り組みの中で、弁護士や税理士などの専門家と連携して、受託資産の分別
管理に必要な信託機能・サービスを受託者に提供しています。

 また、民事信託をきっかけに、受託者の方から金融面でのサポートについてご相談いただくケース
も増えています。

 次のスライドから、法人のお客さまへの取り組みについて説明します。

22ページをご覧ください。
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スタートアップ企業向け投資額

法人のお客さまへの取り組み ～社会全体での資金ニーズ～

 資金・資産・資本の好循環を加速させ、カーボンニュートラルの実現による日本経済・企業の持続的成長に貢献

 イノベーションを生み出すスタートアップ企業をサポートし、日本経済の発展、ビジネス拡大へ

カーボンニュートラル実現に向けた動き スタートアップ企業向け支援

～2030年（脱炭素関連投資見込額）

国内 累計150兆円（*1）

脱炭素関連投資（*2） 年間約17兆円

（*1） うち20兆円はGX移行債（国債）発行、約130兆円は民間からの投資

（*2） 出所：環境省「クリーンエネルギー中間戦略」より抜粋

電源脱炭素化/燃料転換

製造工程の脱炭素化等

エンドユース

インフラ整備

研究開発等

約5兆円

約2兆円

約4兆円

約4兆円

約2兆円

2022年はスタートアップ創出元年

出所：INITIAL 「JAPAN STARTUP FINANCE」

国内スタートアップ企業資金調達金額

約9倍
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 環境省の公表データによりますと、脱炭素化に向けて、今後10年間で150兆円の投資が必要です
。

 この巨額の資金需要をチャンスと捉え、国内および海外からの投資資金をしっかりと循環させて、
日本経済および企業の持続的な成長に貢献してまいります。

 また、わが国の成長に欠かせない、イノベーションを生み出すスタートアップ企業の支援も、重要な
テーマとして取り組んでいきます。

 23ページにお進みください。
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法人のお客さまへの取り組み ～カーボンニュートラル実現に向けた取り組み～

 カーボンニュートラル実現に向けた動きが加速。企業の資金ニーズ増加によりサステナブルファイナンス累計1.5兆円

 当社のバランスシートを活用し、投資家資金を呼び込み、資金・資産・資本の好循環に貢献

当グループならではの取り組み（BS＋投資家資金）

市場の創出

資金の好循環
政策保有株式
1.1兆円(*1)

<インパクトエクイティ>

（*1) 2022/9末時点

投資家資金

自己資金

インパクトエクイティ
0.5兆円＋2.0兆円

<サステナブルファイナンス＞

出所：経済産業省 「蓄電池産業戦略」

2022/9末時点

累計約1.5兆円

2030年まで

10兆円 唯一の国産商用EV（バス、トラック等）の製造

 バッテリーの制御技術に強み
 他社電池、他電池メーカーとの協業が可能な技術

（蓄電池の世界市場推移）

EVモーターズジャパン
（兆円）

10

0

5

23/321/9 2030年

インパクトエクイティ取り組み事例

（GWh）

10倍

10倍

16倍

2.5倍

約5兆円 約40兆円 約100兆円
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＋

（インパクトエクイティ含む）

自己資金
0.5兆円

投資家資金
（エクイティ投資）

2兆円以上

 サステナブルファイナンスは、企業の資金ニーズ増加を反映して、5兆円の取組目標を10兆円に上
方修正しました。
本年9月末時点での取組実績は1.5兆円です。

 先ほどのプライベートアセット領域での取り組みと同様に、当社のバランスシートを活用して投資
家資金を呼び込み、より大きな資金循環を創り出していきます。

 ページ右側では、インパクトエクイティの投資事例として、日本のバッテリー安全技術で、脱炭素社
会の実現を目指すベンチャー企業への投資を紹介しています。

 蓄電池はグローバルに市場拡大が見込まれる分野で、2050年には100兆円規模になると予想さ
れています。

 24ページをご覧ください。
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法人のお客さまへの取り組み ～イノベーション企業のサポート～

 国内CVCによる投資件数は5年で3倍に増加。スタートアップ企業への出資による新たなビジネス創出を企図

 当社はCVCファンドを通じた出資でスタートアップ企業をサポートし、法人・オーナー個人の双方と幅広い取引へ

イノベーション領域での成長機会 取り組み事例

SuMi TRUSTイノベーションファンド

設立：2020年9月
規模：50億円

SuMi TRUST
イノベーションファンド

（CVCファンド）

ニューリッチ層との取引拡大

自社株

不動産

資産運用

資産管理

相続・承継

非金融分野

個人向け
メニュー

出資

ビジネス協業

資金調達

証券代行

法人向け
メニュー

スタートアップ企業支援

（当社ノウハウ）（出資先ビジネス）

株主総会・株主情報管理電子化ツール提供

CVCファンド出資+業務提携

法人

個人

（出資先とのビジネス協業事例）
CVCにおける
投資件数は

5年で

（国内CVCにおける投資件数（*））

（*） 出所：スタートアップデータベース

（件）

3倍

24

 近年、スタートアップ企業への投資が加速していますが、当社では、2020年にイノベーション・
ファンドを立ち上げ、順調に投資実績を積み上げています。

 企業への資金サポートにとどまらず、証券代行サービスの提供や、企業オーナー取引の拡充など、
幅広い取引につなげています。

 25ページにお進みください。
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法人のお客さまへの取り組み ～不動産に関する取り組み～

 不動産仲介ビジネスは引き続き好調に推移。多様な不動産機能を活用し、好循環を促進

 所有不動産のサステナブル関連ニーズの高まりを踏まえ、提供メニューを拡大し、お客さまの資産価値向上に貢献

不動産仲介 不動産証券化受託

環境不動産

非化石証書受託者
購入サービス

受託物件の脱炭素化

環境認証の取得に
よる賃料上昇効果

不動産仲介等手数料の推移 不動産証券化受託残高

シェア
約40％

邦銀
トップ

資産管理から大型仲介案件に結びついた例

22/上期は複数の
大型案件が成約

多様な機能を取り揃え
幅広いソリューションを提供

取得前
取得後

+4.6％

（兆円）

環境不動産の価格を高く評価するか
との不動産ESGサーベイ（*）に対する回答

主要保有物件のファシリティマネジメントを受託し、
お客さまの資産管理をサポート
当社の多様な不動産機能を活かした質の高い
サポートや資産ポートの見直しを含む提案が
評価され、資産売却時の窓口を受託

（億円）

（写真はイメージです）

50.3％ 45.2％ 3.3％ 1.3％

未反映（未検討）

未反映（検討中）

未反映（1年以内に設定予定）

反映済（開示済）

検討中
4割以上

（*） 三井住友信託銀行で実施
不動産ESGサーベイの回答者は、運用会社、金融機関・保険会社
（リース会社含）不動産、建設会社 他

受託物件・受益者への
付加価値提供

25

（基礎研調べ）

100.1
104.7

 法人向け不動産仲介ビジネスは、前年度に引き続き好調です。

 不動産の管理コンサルティングから仲介につなげた事例を紹介しています。
資産管理ビジネスの収益性は決して高くないですが、品質の高いサービスを持続的に提供するこ
とでお客さまの信頼を勝ち取り、このように大きな収益機会を得ることも可能です。

 また、国内最大の不動産受託基盤を活用し、受託物件の脱炭素化ニーズに対応する商品・サービス
も拡充しています。

 本年9月から開始した非化石証書の提供サービスや、以前から強みとしている環境不動産認証の
取得サポートなどを通じて、受託資産の価値向上と資産の好循環を進めてまいります。

 26ページをご覧ください。
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投資資金

投資機会

投資家のお客さまへの取り組み ～多様な投資機会の創出～

 当グループが介在することで、国内外の投資資金と投資機会を結びつけることが可能

 グローバルなネットワークを活用することで、国内の資金・資産・資本の更なる好循環を促す

グローバル

ローカル
投資機会

地域エコシステム構築

プライベートアセット市場拡大

個人金融資産：約2,０００兆円

脱炭素に向けた資金需要：累計約150兆円
不動産投資市場（*）：約2,800兆円

投資資金

（*）出所：国土交通省

（例） 脱炭素・不動産

（例） プライベートアセット

CrossHarborとの提携

Apolloとの提携活用

26

 投資家のお客さまへの取り組みです。

 人生100年時代を迎え、国民の長期にわたる資産形成ニーズに応えていくためには、国内だけで
はなくグローバルな資産を対象とした投資機会の創出が必要です。

 また、脱炭素化など巨額の資金需要には、国内での資金循環に加えて、グローバルに投資資金を
呼び込み、循環させていかなければなりません。

 国内投資家へのプライベートアセット投資機会を創出するアポロとの業務提携や、不動産ビジネス
における北米クロスハーバー社との資本提携は、その一例です。

 国内では、地域金融機関や大学などと独自のネットワークをつくり、各地域の課題を解決する地域
エコシステムの構築に取り組んでいます。

 グローバルとローカルの両面において、投資資金と投資機会をつなぐプラットフォームの機能を当
社が担い、資金・資産・資本の好循環を加速してまいります。

 27ページをご覧ください。
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国内プライベートアセット市場の推移（*1）

1.4 2.6 4.1

8
（*4）

24
（*4）

44億円
74億円

103億円

21年度比

＋約385億円（*4）

0

100

200

300

400

500

600

0

5

10

15

20

25

30

18/3末 20/3末 22/3末 26/3末 31/3末

プライベートアセットAUM

プライベートアセット関連収益

投資家のお客さまへの取り組み ～国内プライベートアセット市場拡大に向けた取り組み①～

 国内プライベートアセット市場は黎明期ながら、企業の巨額の資金需要を背景に成長が見込まれる

 当社が介在することでプライベートアセット運用の課題を解消し、市場の拡大と自らの成長を目指す

27

＋２０兆円（*4）

＋３８５億円（*4）

プライベートアセットAUM

プライベートアセット関連収益（兆円）

（兆円）

成長投資も活用し拡大
（詳細次ページ）

国内脱炭素投資

累計150兆円

（今後10年間累計、*2）

Society5.0実現に
必要な投資額

844兆円

（今後15年間累計、*3）

国内で見込まれる
巨額の資金需要

（*1） Preqin Proより作成 （*2） 出所：経済産業省 （*3） 出所：経団連、東京大学、GPIF （*4） 22/8月時点のシミュレーション数値

505 

1,024 

19 38 

0

500

1,000

16/12末 21/12末

世界全体

日本

21年度比増加イメージ

当社プライベートアセットビジネスの成長可能性

 日本のプライベートアセット市場は、グローバルに比較してもまだ規模が小さく、今後、脱炭素やイ
ノベーション領域への投資などで拡大していく見込みです。

 当社のプライベートアセットビジネスはこれまでも着実に成長してきましたが、今後も、次ページに
記載している取り組みなどを進め、さらなる拡大を目指します。

 29ページまでお進みください。
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投資家のお客さまへの取り組み ～国内プライベートアセット市場拡大に向けた取り組み②～

年金基金 金融法人（国内外）

個人公的機関

 プライベートアセットビジネスは、当グループの長年の実績と幅広いビジネス展開による強みを活かせる領域

 Apolloとの提携やセイムボート投資など、有効な資本活用も組み合わせることで市場の拡大を加速

不動産仲介 PE
不動産

カストディ

28

インフラ

プライベート
アセット

保険会社

個人向け投資一任

再生エネルギー

債権流動化

不動産
証券化

SuMi TRUST

不動産・非上場株・貸出金等

投資家の
お客さま

約８５兆円
シェア約32％（*1）

証券
投資信託

約15兆円
シェア約29％（*2）

大手
共済

約14兆円
シェア約20％（*3）

DB 約23万人
（*4）

職域

資
産

運
用

ビ
ジ

ネ
ス

資
産

管
理

ビ
ジ

ネ
ス

 国内外の投資機会・ファイナンス機会創出

 国内における投資啓発、共同商品開発

 当グループの各種不動産機能提供
（不動産仲介、不動産AM、不動産ファイナンス等）

B/S活用
（セイムボート投資等）

（*1） 22/9基準。投資信託協会「投資信託の全体像(純資産総額・ファンド本数)」より （*2） 22/3基準。各共済の運用報告書等から当社にて集計
（*3） 22/3基準。信託協会「企業年金（確定給付型）の受託概況」より （*4） 22/9基準

グローバルな提携を通じた当グループの取り組みの加速

（参考）当グループの投資家基盤
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地域課題解決

投資家への取り組み ～地域エコシステムの構築～

 当社が結節点となり地域のネットワークを構築。地産地消による地域課題解決を目指す

 地域ネットワークの要となる地銀とのネットワークを拡大。当社が機能補完を行うことでWin－Winの関係を構築

29

地域関係当事者のネットワークを構築

住民

自治体

大学

地場企業

地域金融

地域資源
ポテンシャル

活性化

地域へ貢献
富の循環

投融資

ブレンデッド
ファイナンス

参画

産業空洞化、
後継者不足

エネルギー
域外支出

財政悪化高齢化

防災、インフラ
老朽化

地銀とのネットワーク拡大地域エコシステムの構築

当社が結節点となり、
「地産地消」で地域課題を解決

取引地銀数
（22/3末）

97行

競合ではなく「協力」する関係

カバー率は67%から98%に拡大

（12/3末）

71行

秋田銀行との包括連携協定を通じた取り組み

秋田銀行のお客さま

秋田銀行グループが
提供する各種機能

地域ビジネスの
中心は秋田銀行

信託機能
高齢者向け金融サービスの知見

全国の店舗ネットワーク

当グループは機能提供
によりビジネスを支援

相続、資産管理、
不動産仲介など

 先ほど触れました、地域エコシステムの取り組みイメージです。

 超高齢社会や産業の空洞化、脱炭素化などの課題解決に向けて、当社が結節点となり、地域関係
当事者のネットワークを構築しています。

 地域ネットワークの要（かなめ）となる地方銀行との協業も進んでいます。

 一例として秋田銀行との包括連携協定を載せていますが、当社はあくまでも「裏方」として信託の
機能を提供するサポート役で、地域ビジネスの中心はあくまでも地方銀行というスタンスです。

 30ページには、地域エコシステム構築の主な取り組みをまとめています。のちほどご覧ください。

 31ページにお進みください。
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福岡未来創造プラットフォーム
内の「起業塾」運営、

佐賀県ベンチャーキャピタル等
投資促進事業の受託

福岡市・佐賀県、NES

(参考)地域エコシステム構築の取り組み状況

産学連携による社会課題解決
へコンソーシアム設立

慶応義塾大学SFC研究所、
NES

地域の起業家教育・
起業支援に関する連携

信金中央金庫、
NES

全国地銀向け
情報提供

ESG地域金融・
脱炭素研究会

学校法人金融機関・地公体

エネルギー地産地消対象の
インパクト評価の連携協定

小田原市、横浜銀行、
浜銀総合研究所

起業家教育及び
企業支援に関する協定

信州大学、
レジェンド･パートナーズ、NES

社会課題解決や地域
社会貢献への連携協定

慶應義塾大学
先端生命科学研究所

社会・地域課題解決
に向けた連携協定

愛媛大学

ESG地域金融普及・地域課題
解決促進事業連携協定

北海道地方環境事務所

技術と資金のインテグレーター
事業協業の連携協定

東北大学

森林信託事業による
地域振興に向けた協定

西粟倉村、住友林業

産学官共創モデルづくりに
向けた連携協定、企業版

ふるさと納税による
研究技術支援

神戸市

企業版ふるさと納税に
よるスマートシティ共創

コンソーシアム支援

東広島市

30
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87 兆円

258兆円

460 兆円

0

250

500

12/3末 22/3末 31/3末(※2）

投資家への取り組み ～資産管理ビジネスの取り組み～

 国内運用市場の拡大を取り込み、過去10年でAUCは約３倍へと成長。 ３０年度に向け更なるAUC拡大を目指す

 投資家ニーズに対応した対象資産の拡大やサービスの高度化により、収益基盤を強化・多様化

10年間

約3倍

22/3末比

+２００兆円

対象資産・サービスの領域拡大による成長資産管理残高（*1）の推移

31

（兆円）

アセットサービス
各種信託を活用したプライベートアセット投資
スキームの提供力強化

投資家向けプラットフォームの提供
DXを活用したレポーティング高度化

BPOサービス

投資家ニーズに対応し、新たな収益基盤獲得を目指す

多様な暗号資産商品

メジャーな暗号資産の
管理サービス

（将来）多様なビークルからの
暗号資産投資

管理面における安全性

最先端かつ高レベルな
暗号資産管理技術

長年培ってきた「信託管理
ビジネス」のノウハウ

暗号資産（デジタルアセット）カストディビジネスの取り組み

２３年度の営業開始
に向け準備中

(*1)資産管理（アセットサービス）に加え、Business Process Outsourcing（BPO）
サービス、データサービス提供対象資産を含む

（*2）22/8月時点のシミュレーション数値

データサービス

プライベートアセット投資関連BPOの提供

（*2）

 資産管理ビジネスの取り組みです。

 資産運用市場の拡大を着実に取り込み、資産管理残高は10年間で約3倍の規模になりました。

 2030年度には、さらに200兆円拡大し、460兆円まで残高を伸ばす計画です。

 今後、プライベートアセットやデジタルアセットなどにビジネスを拡大し、収益基盤の強化および多
様化を進めてまいります。

 33ページまでお進みください。



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 

資本政策資本政策

32
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資本政策の考え方

 資本の十分性と効率性のベストバランスを追求。配当は、利益成長に応じた持続的成長を目指す

 将来成長のための戦略的投資を中期的な時間軸で実施するとともに、自己株式取得も引き続き機動的に検討

資本政策の考え方 資本運営イメージ

資本の
十分性

資本の
効率性

 RWA対比の収益性向上
戦略的投資・自己株式取得（株価考慮）

配当

ベストバランス
追求

 フローの業績還元
利益成長に応じ、持続的成長を目指す

（連結配当性向は22年度40％目途）

 CET1比率（最終化ベース）
安定的に10％台維持
（中長期的なターゲット）

7.5％

安定的に
10％台維持

財務バッファ

経営バッファ

2％

0.5％

資本の効率的活用

蓄
積
フ
ェ
イ
ズ

[目標]

[規制]

ストレス下等での
投資財源、成長投資
への一時使用

CET1比率（バーゼルⅢ最終化ベース）

9.3％
[現在]

活
用

信用・株価・為替変動
に加え、大口集中
リスクや気候変動
リスク等の計量困難
なリスクへの備えを
含む

33

 資本政策の基本的な考え方について、現時点での変更はありません。

 最終化ベースのCET1比率は、健全な水準のバッファを確保し、10%程度が十分性の目安です。
引き続き、成長投資と自己株式取得のバランスを考慮して、資本を効率的に活用してまいります。

 34ページをご覧ください。



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 

財務資本 ～22年度上期の増減内訳～

 22/9末CET1比率は22/3末比▲0.6ポイント低下の9.3％

 成長投資への活用や為替変動に伴い比率は低下も、今後の利益蓄積等で回復を想定

9.9％

連結中間
純利益 配当 自己株式

取得 成長
投資等

RWAへの
円安影響

+0.4％ ▲0.1％

▲0.2％

▲0.3％

▲0.2％

総額300億円
9月末迄に
取得完了

ドル/円
約20％

円安

プライベート
アセット
投資等

利益蓄積 株主還元・成長投資 市場変動

利益
蓄積

株主
還元

政策保有
株削減 成長

投資等

9.3％

利益蓄積等で比率は
回復していく想定

バーゼルⅢ最終化ベース

34

規制要求
水準7.5％

22/9末
11.11％

（参考）現行規制ベース

為替（ドル/円）
10％変動

CET1比率影響

（参考）為替変動による影響

±0.2％弱

▲0.2％

政策保有
株式時価
下落等

有価証券
評価差額

22/3末 22/9末

 22年9月末時点でのCET1比率は、成長投資や市場変動などの影響を受け、3月末に比べて0.6
ポイント低い、9.3%になりました。

 金利や為替の影響については、資本にかかるバッファの範囲内であり、資本のマネジメントができ
ていると考えています。

 また、当グループの稼ぐ力やリスクの状況を踏まえますと、利益蓄積による比率の回復は十分に可
能ですが、今後の円安などによる資本の変動には、引き続き配意してまいります。

 35ページへお進みください。
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リスク・アセットコントロール

22/9末

為替円安
影響
+

成長投資等
（アポロ等）

政策保有
株式削減

与信ポート
採算性向上

プライベート
アセット投資

22/3末 今後

リスク・アセットコントロール継続

プロダクト与信・
サステナブル
ファイナンス

残高増加

35

 採算性を意識した与信ポートフォリオ入れ替えや政策保有株式削減等のリスク・アセットコントロールの取り組みを継続

 採算性を意識した与信ポートフォリオの入替や、政策保有株式の削減など、将来の成長へ資本活用
を可能にするリスクアセットコントロール運営を継続します。

 36ページをご覧ください。
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22年6月総会より、新たに開示した基準に基づき議決権を行使
会社提案議案に対する反対割合は
社数ベース0.9%、議案数ベース0.2%

政策保有株式削減の状況

 政策保有株式の削減方針に基づく取引先との対話を継続

 22/上期は、取得原価で99億円の削減。売却・売却合意額の累計は約830億円と、2年間の削減目標の83％に到達

お取引先との交渉状況 政策保有株式削減の状況（連結）

売却及び売却合意額（取得原価）（連結） 政策保有株式残高（取得原価）（連結）

政策保有株式のある取引先社数
870社（21/3末）

693社（22/9末）

(*2) 20/4Qの売却・買戻しに伴う取得原価増加分636億円を含む

(*2)

議決権
行使結果

(*2) (*2)

36

合意済未売却

全売却・一部売却

(*1) 21年4月～23年3月までが対象期間

当面2年間(*1) の削減目標
に対して、83％の進捗

約830

合計
約280社

合計
約180社合計

約10社

合計
約330社

 23年3月までに簿価1,000億円削減の計画を立てている政策保有株式の削減活動ですが、9月
末時点では、売却合意済の金額を含めまして、83%の進捗です。

 引き続き、計画の達成に向けて、お客さまとの粘り強い対話を続けてまいります。

 37ページをご覧ください。
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財務資本 ～還元方針～

 配当は22年度連結配当性向40％を目途とした還元方針

 22年度の通期配当は、1株当たり200円（前年度比+30円）を予想

 株主還元の推移

株主還元方針
・業績に応じた株主利益還元策として、22年度を目途に連結配当性向40％程度への引き上げを目指す
・さらに、資本十分性の確保を前提として、中長期的な利益成長に向けた資本活用、資本効率性改善効果の

バランスを踏まえつつ、機動的に自己株式取得を実施

37

 22年度の連結配当性向40%程度の計画に基づき、親会社株主純利益1,900億円に対して、一株
当たり200円の配当予想です。

 なお、中間期では100円の配当を実施します。

 39ページまでお進みください。
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人的資本人的資本

38
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人的資本への投資

 人的資本への投資として、持株会の奨励金引上げと全社員を対象とした株式インセンティブプランを導入

 社員の「ＦＩＮＡＮＣＩＡＬ ＷＥＬＬ-BEING」に向け、これまでに培った高度な投資教育を提供し資産形成をサポート

株式インセンティブプラン社員のＦＩＮＡＮＣＩＡＬ WELL-BEING

任意積立
（自己負担）

全社共通
（会社負担）

奨励金引上げ（8％➡20％）

持株会

譲渡制限付き株式を社員へ交付
→一律、3万円相当の株式（年）

RS信託

＋

5.3億円
13.4億円+8.1億円 （2.5倍）

投資行動の変化（持株会）

20～30代 40代以上

2.6倍増 1.2倍増
加入率
の変化

・投資教育を提供し社員の資産形成をサポート
・当社が先導役となってお客様や社会のFINANCIAL

WELL-BEINGを促進

年金・職域で培った 高度な投資教育ノウハウ

社員一人ひとりの「FINANCIAL WELL-BEING」

お金や資産について、不測の事態に対する備えと

将来に向けた準備ができて、安心できる状態

お客さまや社会の「FINANCIAL WELL-BEING」

個人のお客さま 法人のお客さま 家族（両親・子供） 友人・知人

社員へ

社会へ

39

 価値創造の起点となる人的資本への投資です。

 上期には、社員のファイナンシャル・ウェルビーイングを進める取り組みとして、株式インセンティブ
プランの導入や投資教育の提供などを行いました。

 従業員持株会では奨励金引き上げの効果もあり、若手社員の投資行動にも変化が出ています。

 40ページをご覧ください。
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女性の活躍（意思決定への参画推進）

人的資本への投資

 多様な人材が活躍できる風土により多様性と創造性が組織の付加価値として活かされることで人的資本が向上

キャリア人材の活躍（三井住友信託銀行） （三井住友信託銀行）

経団連の掲げる「2030年30％チャレンジ」に賛同

（*） ラインポスト以外で組織運営を任される社員

28.6% 30%
34%

（*）

サポーター
役員制度

全常務が1年間にわたり女性社員の
キャリア形成を直接支援

会社の本気度が
モチベーションになった

視座の高さを意識
するようになった

女性のポテンシャルと
「仕事と家庭の両立に
おける課題」を再認識

双方向の

気づき

（定時・キャリア採用社員数推移）

うち課長以上全社員

社員数・マネージャー数

約2割が中途入社

多様な人材が

活躍できる風土

多様な専門人材

40

（計画）

 当社の強みのひとつである、変化への柔軟な対応力は、多様な人材が活躍できる企業風土によっ
て支えられています。

 活躍する女性社員のキャリア形成を役員自らが支援するサポーター役員制度を昨年から開始して
います。

 サポートする側にとっても、女性社員が抱える課題を再認識する、気づきの機会になっています。

 41ページをご覧ください。
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人的資本への投資

 フェロー制度における認定対象を拡大し、高い専門性を有する人材を幅広い世代において処遇拡充

 全社員のデジタルスキル向上のため、多様なリスキリングの機会を提供

フェロー運営の拡大 リスキリング（デジタル研修）

レベルに応じて
800人が参加

全社員が参加可能

DX推進に必要なスキルセットを踏まえた
研修プログラムの提供

デジタルスキルの
学習パスを提供
資格取得・
自己学習
を支援

必須資格取得者：約2割

アクティブユーザー：3,400人
レベルとコンテンツを

順次拡大

高度専門人材に対する「フェロー運営」(*）の拡大

2014年

2018年

2022年

37名

103名

300名
規模へ

フェロー運営導入

55歳以上・フロント人材中心

フェロー運営拡大

本部・ミドルバックも認定対象

専門性を認定した社員に高い役
割を付与し、賞与にて処遇

30代からも認定

（*）フェロー：高度な専門性を通じて、多大な収益貢献や付加価値創出
などが認められる社員

41

 この１０月に、高い専門性を持つ社員への処遇制度を見直しています。

 これまでは経験の長さを重視して、一定の年齢以上の社員に限定した処遇運営を行ってきました
が、その制限をなくして、30代の社員も高度専門人材に認定しています。

 また、未来への成長投資として、これからの社会で必須となるデジタル知識やスキルを全社員が習
得できるように、社員の能力開発を支援しています。

 スライドの説明は以上になります。

 わが国で長く続いてきました、金融・経済の停滞局面を脱却するための条件が、整ってきています
。ただ、まだ資金の好循環と呼べるだけのムーブメントは、起こせていません。

 本日、さまざまな社会課題への取り組みをお話ししました。

 専門性や経験を活かし、社会やお客さまの豊かな未来を実現する、「信託」の力が発揮できる、また
とない機会が、「いま」訪れていると、私は思います。

 今後、さらに予測が困難な時代に突入してまいります。

 社員一人ひとりの未来への適合力を高めるように、人的資本やDXなどの成長投資を進め、ステー
クホルダーの皆さまとともに、大きく成長していきたいと思います。

 引き続き、ご支援・ご理解のほど、よろしくお願いします。
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企業価値を支える基盤企業価値を支える基盤

42
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サステナビリティサステナビリティ
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気候変動 ～当グループのカーボンニュートラルの取り組み～

 カーボンニュートラル宣言に基づき、ロードマップを策定。プログレスレポートを10月末に開示

2020年度 2021年度 2022年度 ・・・ 2030年度 2040年度 2050年度

投融資ポートフォリオのGHG排出量ネットゼロ（NZBA） ネットゼロ

電力（g-CO2eq/kWh） 249 中間目標の開示 ≫ 138～173

石油・ガス 2023年3月までに設定

その他 高炭素集約型セクター
（*1）

2024年9月までに順次設定

運用ポートフォリオのGHG排出量ネットゼロ（NZAMI） ネットゼロ

三井住友トラスト・アセット
マネジメント

中間目標の開示 ≫
運用資産の50%について、
排出原単位を2019年比

50％減

日興アセットマネジメント 中間目標の設定 ≫
運用資産の43%について、
排出原単位を2019年比

50％減

サステナブルファイナンスの累計取り組み額（*2） 0.83兆円 ≫ 累計10兆円

石炭火力発電向け貸出残高

プロジェクト貸出 1,427億円 ≫ 2020年3月比半減 ゼロ

コーポレート貸出（新設・拡張） 201億円 ≫ ゼロ

自社グループのGHG排出量ネットゼロ
信託銀行国内拠点の
電力再エネ化完了

≫ ゼロ

（*1）「農業」「アルミニウム」「セメント」「石炭」「商業・住宅用不動産」「鉄鋼」「石油・ガス」「発電」「輸送」の9つのセクター
（*2）グリーンボンド原則、ソーシャルボンド原則等の国際基準を踏まえて、環境・社会課題の解決に貢献する事業やお客さまに対するファイナンス業務の総称

P54参照

P55参照

P23参照

44
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TBFチームの取り組み／金融リテラシー教育

 TBFチームによる「技術」と「金融」、「政策」を融合させた取り組みを通じて、サステナブルな社会の実現に貢献

 成年年齢引下げも受け、若い世代への金融リテラシー教育を積極展開。教育現場からの高いニーズを再認識

TBF（*1）チームの取り組み（事例：つばめBHB）

45

アンモニア

New

火力発電所のCO2排出減少等に利用

TBFチームの目利き
力で専門技術を持つ

企業を発見・招聘

インパクトエクイティ
出資により

ファイナンスも支援

水素からアンモニア
を合成する

触媒技術をもつ企業

（*1）TBF: Technology based Finance
（*2）SuMiTBと取引先が共同で展開予定の分散型水素製造事業構想

専門技術をもつ企業を招聘し、既存のプロジェクトから発生する水
素を有効活用。水素サプライチェーンの更なる拡大を目指す

既存プロジェクト（*2）

H2O
水素

合成

余剰電力活用により水素を製造するサプライチェーンを構築

水素製造装置未利用電源・再エネ等

金融リテラシー教育の取り組み

過去1年の実績（～22/11）

22年9月実施
テーマ：長期的な資産形成の視点育成

19校
参加者数2,170名
13都府県で実施

32校
（新規実施5県を含む）

全国の支店を通じて学校へ提案
学校側のニーズや生徒の年齢に合わせ、適切なテーマや内容を選択

22年度末見込（～22/3）

取り組み
加速・拡大

（*3） 「人生100年時代の金融リテラシー」を情報発信・啓発する専門組織

（教材イメージ） 関西大学第一高等学校の事例

2年生
約400名が参加

(*3）

教育現場からも
高いニーズ

高校生を中心とする次世代への
金融リテラシー教育を積極的に展開
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コーポレートガバナンスコーポレートガバナンス
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2011年4月
三井住友トラスト・
ホールディングス

設立

2015年6月
・任意の委員会を設置
・社外取締役の増員
（2名→3名、取締役会の1/3以上）

2017年6月
指名委員会等
設置会社に移行

2019年7月
日興AM子会社化

2021年5月
政策保有株式ゼロ
方針

10年間の振り返り ～ガバナンス機関設計の推移～

 経営統合により発足以降、取締役会の更なる実効性向上に向け、コーポレートガバナンス体制を変更

 取締役会での審議は、社内外の環境変化に応じ経営が直面する適切なテーマで柔軟に実施

監査役会設置会社 指名委員会等設置会社

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

HD HDHD HD

2018年10月監査等委員会設置会社に移行

2019年6月監査等委員会設置会社に移行

TAM

SuMiTB・NAM

外円：2021年度
内円：2020年度

社外取締役
の人数

取締役
の人数

10

0

0％

8

0

0％ 10

2

20％

10

2

20％

9

3

33％

9

3

33％

15

7

47％

（*）線グラフは社外取締役人数の取締役人数に占める割合
2011年6月

2017年6月
審議
状況

47
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ガバナンス体制の特徴

取締役会の構成 （２２年11月１日現在）監督体制

◎：社外（取締役、議長・委員長） ●：社外（取締役） ◎：社外（有識者、委員長）
〇：社外（有識者） ●：社内・非執行 ●：社内・執行 ●：執行役・執行役員（非取締役）

指名委員会

取締役会

報酬委員会 監査委員会

リスク委員会
利益相反管理

委員会

株主総会

監督機関

監督

経営会議

各委員会代表執行役 執行役等

執行機関

法定の委員会

任意の委員会◎●●●●●●
●●●●●●●●

◎●●●●
●●

◎●●●●● ◎●●●●

◎〇●●●◎〇●●●

 委員会等設置会社
 取締役会議長および各委員会の委員長は、全て社外取締役

社外取締役比率：47％

非執行取締役比率：73%

社外取締役（7名） 社内取締役（8名）

非執行（11名） 執行（4名）

取締役15名の内訳: 男性13名, 女性2名

任意の委員会における取り組み
（両委員会とも社外有識者が委員長）

（22/上期）利益相反管理委員会での審議事例

「投資家事業新設を踏まえた利益相反管理について」

当グループの注力領域であり、今後ビジネスの量・質が
急拡大することも見据えた態勢整備の必要性を提言

48

取締役会の実効性向上

執行側とのプロアクティブ
なコミュニケーション
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松下 功夫 齋藤 進一 河本 宏子 麻生 光洋 加藤 宣明 柳 正憲 鹿島 かおる

● ● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ● ●

創造(*1） ● ● ● ● ● ● ●

信託・運用 ● ●

国際性（*2） ● ● ● ●

サステナビリティ ● ● ● ● ● ● ●

環境（*3） ● ● ● ●

社会（*4） ● ● ●

女性活躍、D&I ● ●

企業経営

財務・会計

法務・リスク管理・
コンプライアンス

社外取締役

①連結実質業務純益 22.2%

②親会社株主に帰属する当期純利益 11.1%

③連結自己資本ROE 11.1%

④連結CET1比率（普通株式等Tier1比率） 11.1%

⑤連結OHR（経費率） 11.1%

ESG
関連

⑥ESG総合評価（個別項目：気候変動、
FD・CS活動、社員エンゲージメント、D&I
（女性活躍推進等）、ESG評価機関評価（*5））

評価ウェイト業績連動報酬に係る指標（KPI）

33.3%

33.3%

33.3%
短期業績

関連

中期財務
関連

実効性ある取締役会構築 ～スキル・マトリックスとESG業績評価反映～

 社外取締役7名の「創造」スキルの内訳を新たに開示

スキル・マトリックスの内訳開示
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業績連動報酬に係る指標（KPI）

 中長期的な貢献や、ESG関連の貢献をより反映する
評価体系に見直し

（*1）「デジタル・IT」など含む。「デジタル・IT」は、執行側であるIT委員会等における
外部有識者からの意見などを踏まえ、議論を実施

（*2）海外勤務、海外大学等との連携学術活動、大学・大学院留学などの経験含む
（*3）ESG投資/環境格付けファイナンス、サプライチェーン管理含む
（*4）人権、サプライチェーン管理含む

（*5）MSCI、FTSE、Sustainalyticsの3社

株式報酬についての新たな業績評価体系（2022年7月適用）

内
訳
開
示

見
直
し
①

見直し②

＜見直しの内容＞
① 「短期業績：中期業績：ESG＝1：1：1」の割合で株式報酬の業績

評価に反映させる体系に変更
② ESG評価項目について、マテリアリティを踏まえて見直しを実施、

上表⑥に記載の5項目を選定。これら5項目を定量・定性の両面
から評価し、ESG総合評価を報酬委員会が定め、その評価点を
役員報酬に反映させる体系に変更



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 

AppendixAppendix

50



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 

セグメント別ROE

BSビジネス
手数料

ビジネス
「信託銀行グループ」

としての強み
資本

投資家

個人顧客

法人顧客

市場

その他

資本対比での
収益性向上

有価証券投資

ALM

コーポレート

プロダクト

住宅ローン

コスト対比での
収益性向上

資産運用
資産管理

資産運用アレンジ

投資運用コンサル

与信アレンジ

証券化・M&A

株主管理・コンサル

横断・融合
による成長
領域の創出

資本・コストの
効率活用に

よる収益増加

資本の
効率活用

M&A
の活用

政策保有株式
の削減

資本の効率的な
アロケーション

横断
融合

提携
戦略

自己資本ROE

セグメント別ROE(*)

・マーケット事業の顧客性収益及び不動産事業収益は
・投資家、個人顧客、法人顧客の各々に分けて計上
・投資家に含む年金ビジネスを法人顧客に計上した場合、
・法人顧客21年度6.0％、22/上期7.7％
・投資家は運用ビジネスを含む
・その他は本部経費、政策保有株式/ヘッジ投信の損益

及びRWAが含まれる
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投資家

市場

個人顧客

法人顧客

その他

（*）
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「社会的価値創出と経済的価値創出の両立」のための3つの基本戦略当グループの果たすべき役割と目指すもの

中期経営計画のポイント（再掲）

少子高齢化に
対応する

資産管理、
国民の資産形成

個人のお客さま

日本経済・企業の
持続的成長

（財務・非財務の
課題への対応）

法人のお客さま 投資家のお客さま

多様な運用機会、
インベストメント
チェーンの発展

社会のサステナブルな発展へ

社会課題として、積極的に取り組むテーマ

ビジネス基盤
の強化

③ 業務品質の高度化

適切な
リスクマネジメント

付加価値を創造する
ための人材育成

顧客価値を最大化する
サービス品質

グループガバナンス
の強化

② 資本戦略

新たな成長領域の
確立

資本の十分性と
効率性の両立

配当による
還元の強化

バランスシートの
効率性向上

① 事業ポートフォリオの強化

戦略的
リソースミックス

持続的・安定的な成長への基盤強化

バランスシート、資本の効率的な活用

ビジネスの創出・強化を支える力

＜パーパス＞
信託の力で、新たな価値を創造し、

お客さまや社会の豊かな未来を花開かせる

 持続的・安定的な成長の実現という次なる飛躍に向けた基盤拡充の3年との位置づけ
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経営指標（KPI） （再掲）

53

実質業務純益

親会社株主純利益

経費率（OHR）

21年度
（実績）

（ご参考）
中長期ターゲット

22年度
（目標）

普通株式等
Tier1比率 （*）

配当性向

手数料収益比率

自己資本ROE 

3,460億円

1,690億円

57.1％ 50％台後半
手数料ビジネス強化により低下
は限定的ながら、効率化推進

3,100億円

1,900億円

60％台前半

9.9％
安定的に

10％台維持
資本十分性を確保10％台前半

37.7％ 40％程度

54.0％
安定的に
60％以上

安定的手数料強化50％台半ば

（*） バーゼルⅢ最終化ベース

9％程度 ROEの自律的向上を目指す7％程度6.25％
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気候変動 ～NZBAに関する取り組み～

 融資領域においては「電力」セクターの中間目標を開示

 エンゲージメントを通じたお客さまのトランジションや技術革新支援を通じ、2℃水準を必達、1.5℃目標を目指す

(％はベースライン比での目標削減率)

IEA SDS
シナリオ水準

ベースライン（*1）

IEA NZE
シナリオ水準

▲31%

▲45%

g-CO2eq/kWh

250

200

150

249

2℃目標173

1.5℃目標138

2030年中間目標 2030年 目標設定の考え方

排出原単位算定の主な前提

（*1）ベースラインとは、目標管理開始時点のGHG排出量や排出原単位のこと。
（*2）IEA SDSシナリオを既に十分下回る投融資領域は、ベースライン排出原単位を参照

2℃を十分
下回る水準
「2℃目標」

1.5℃目標

 IEA SDSシナリオを原則参照（*2）

 2030年時点のIEA SDSシナリオ
(229g-CO2eq/kWh)を十分下回る水準

 上記IEA SDSシナリオを十分に下回る水準を
達成した上で、エンゲージメントを通じお客さま
のトランジションを支援し、IEA NZEシナリオと
整合する水準(138g-CO2eq/kWh)を目指す

対象スコープ  排出の大部分を占める発電事業のScope1

対象投融資

 貸出、支払承諾、社債、政策保有株式
(保守的に算定すべく、コミットメント未使用額を含む)

 本算定では、対象投融資の93%をカバー

算出方法
 各顧客・PJの
排出原単位

 各顧客・PJへの投融資残高

 対象セクターへの投融資残高
 ∑
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特色

気候変動 ～NZAMIに関する取り組み～

約85兆円の運用資産（*1）の50％を対象として、その
カーボンフットプリントを２０１９年比半減 [22/5]

２０３０年 中間目標

NZAMI
参画後の取り組み

エンゲージメントや
運用手法の特長

 NZAMI加盟機関のうち6社で構成される
「アドバイザリー・グループ」に参画 [22/3]

 日本及びアジアを代表して、国際的な枠組み作りに
関し積極的に提言する方針

 投資先企業の気候関連目標を精査し、選定した重点
エンゲージメント対象先と継続的な対話を実施

 併せて、議決権行使基準に気候変動関連の新たな
基準を導入 [22/4]

 気候変動に関連したビジネス機会／リスクの評価
項目を投資魅力度の評価フレームワークに追加

 投資判断・エンゲージメントへの活用に加え、環境・
気候変動に対応した運用商品の開発にも活用

 アジア企業に対する協働エンゲージメントの責任者
（リードマネジャー）

 日本の運用機関で唯一、運営委員会
（ステアリング・コミッティ）に参加

公的年金・企業年金から大規模なパッシブ・アクティブ
戦略を受託。アジア随一の気候変動エンゲージメント
活動を展開

日本・アジア・グローバルのユニークな株式戦略やETF
に強み。投資判断プロセスに対する脱炭素関連要素の
組み込みに注力

NZAMIのコア・メンバーとして活動 重点エンゲージメント対象先の選定

Climate Action 100+（*3）の活動をリード 投資先企業の気候対応に関する分析を強化

（*1）21/6末
（*2）21/12末
（*3）世界のアセットオーナーや運用機関による国際イニシアティブの一つ。温室効果ガス排出量の多い企業に対して、協働エンゲージメントを実施

日興アセットマネジメント三井住友トラスト・アセットマネジメント

約31兆円の運用資産（*2）の43％を対象として、
そのカーボンフットプリントを2019年比半減[22/11]

 2022年11月、日興アセットマネジメントは中間目標を設定

NEW
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2022年度中間期 決算の概要2022年度中間期 決算の概要
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損益の状況

(*1) 実質業務純益・実質業務粗利益・総経費は、持分法適用会社の損益等も考慮した社内管理ベースの計数
(*2) 実質的な資金関連の損益は、「資金関連利益」に「外国為替売買損益」に含まれる外貨余資運用益を加算
(*3) 普通株式（自己株式除き）の期中平均

 （参考）

18 資金関連利益 1,556 1,175 △ 380 

19 その他の利益 419 734 315 

20 外貨余資運用益 81 337 255 

21 外貨余資運用益以外 337 396 59 

（億円） 増減

1 実質業務純益 (*1) 1,744 1,682 △ 62 3,100 

2 実質業務粗利益 (*1) 4,007 4,085 77 8,000 

3 実質的な資金関連の損益 (*2) 1,638 1,513 △ 124 

4 手数料関連利益 2,032 2,175 143 

5 その他の利益（外貨余資運用益除く） 337 396 59 

6 総経費 (*1) △ 2,262 △ 2,402 △ 139 △ 4,900 

7 与信関係費用 51 △ 88 △ 140 △ 200 

8 株式等関係損益 △ 180 △ 25 155 0 

9 その他の臨時損益 △ 94 △ 117 △ 22 △ 250 

10 経常利益 1,520 1,451 △ 69 2,650 

11 特別損益 △ 6 △ 6 0 

12 税金等調整前純利益 1,514 1,444 △ 69 

13 法人税等合計 △ 399 △ 399 0 

14 非支配株主純利益 △ 4 △ 5 △ 1 

15 親会社株主純利益 1,110 1,040 △ 69 1,900 

16 1株当たり純利益（EPS）（円） 296 279 △ 16 

17 発行済株式総数（百万株） (*3) 374.5 371.7 △ 2.7 

21年度
上期

22年度
上期

22年度
通期予想

・通期予想3,100億円に対し進捗率54%と堅調に推移
前年度寄与の市況押上げ効果剥落を主因に前年同期比
△62億円の減益

・実質的な資金関連の損益は、前年度寄与の市況押上げ効果
剥落及び海外金利上昇による調達費用増加等を主因に
前年同期比△124億円の減益

・手数料関連利益は、前年同期比143億円の増益
時価下落を主因に資産運用ビジネスが減益となった一方、
不動産仲介手数料や法人与信関連の好調に加え、資産管理
業務も堅調に推移

・総経費の前年同期比増加は、人件費及び粗利連動経費が主因

実質業務純益

・ネット△88億円の損失計上。2Qでの追加費用発生は限定的

・22年度上期における特例引当金取崩しは僅少
下期以降への備えとして特例引当金200億円超を維持

与信関係費用

株式等関係損益

その他の臨時損益

・株式関連派生商品損失の改善+38億円、組合等出資金損失
の増加△33億円、数理計算上の差異償却△13億円等
（上記はいずれも前年同期比）

親会社株主純利益

・通期予想1,900億円に対し進捗率55％

・実質業務純益減益を主因に前年同期比△69億円の減益

・政策保有株式売却益約180億円の一方、ベア投信売却損
約△180億円計上。上場株減損等でネット損失計上
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（億円） 増減

1 資産 646,332 688,380 42,047 

2 現金預け金 182,233 196,778 14,544 

3 有価証券 78,792 72,269 △ 6,522 

4 貸出金 308,765 322,815 14,050 

5 その他の資産 76,541 96,516 19,975 

6 負債 618,879 660,860 41,981 

7 預金・譲渡性預金 398,181 422,733 24,552 

8 信託勘定借 42,988 43,576 588 

9 その他の負債 177,709 194,550 16,840 

10 純資産 27,452 27,519 66 

11 株主資本 25,175 25,579 404 

12 その他の包括利益 1,980 1,639 △ 340 

13 非支配株主持分等 297 300 2 

14 1株当たり純資産（BPS）（円） 7,249 7,321 71 

15 発行済株式総数（百万株） (*) 374.5 371.7 △ 2.7 

（参考）

16 預貸率（単体） 77.9% 76.5% △ 1.4% 

17 不良債権比率（単体） 0.6% 0.5% △ 0.1% 

(*) 普通株式（自己株式除き）

22/3末 22/9末

バランスシートの状況

預貸率（単体）の推移

（左軸）

（右軸）
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（億円） 増減

1 実質業務純益　（以下は各社寄与額 *1） 1,744 1,682 △ 62 

2 うち 三井住友信託銀行 （*2） 1,309 1,261 △ 48 

3 三井住友トラスト・アセットマネジメント 54 48 △ 5 

4 日興アセットマネジメント （*3） 170 82 △ 87 

5 三井住友トラスト不動産 28 31 2 

6 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス （*3） 47 46 △ 0 

7 三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス 53 54 1 

8 住信SBIネット銀行 （*3） 50 72 22 

9 三井住友トラスト保証 （*3） 58 58 0 

10 三井住友トラストクラブ 13 21 8 

11 UBS SuMi TRUSTウェルス・マネジメント - 21 21 

12 親会社株主純利益　（以下は各社寄与額 *1） 1,110 1,040 △ 69 

13 うち 三井住友信託銀行 875 824 △ 51 

14 三井住友トラスト・アセットマネジメント 37 33 △ 3 

15 日興アセットマネジメント （*3） 128 90 △ 38 

16 三井住友トラスト不動産 19 22 2 

17 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス （*3） 22 32 9 

18 三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス 36 38 1 

19 住信SBIネット銀行 （*3） 42 47 5 

20 三井住友トラスト保証 （*3） 40 43 3 

21 三井住友トラストクラブ 9 13 3 

22 UBS SuMi TRUSTウェルス・マネジメント - 15 15 

21年度
上期

22年度
上期

（*1） グループ会社の実質的な寄与額（業績に直接関連しない連結調整要因を除く）を記載
（*2） 子会社等配当（21/上期135億円、22/上期142億円、増減＋6億円）を含む
（*3） 子会社毎の連結ベース

実質業務純益の内訳

親会社株主純利益の内訳

損益の状況（グループ会社別）
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（億円） 増減 増減

1 総合計 1,744 4,085 77 △ 2,402 1,682 △ 62 3,100 

2 個人 166 1,002 63 △ 786 216 49 340 

3 三井住友信託銀行 80 658 △ 8 △ 557 101 21 160 

4 その他グループ会社 86 344 71 △ 229 114 28 180 

5 法人 600 1,109 88 △ 433 675 75 1,260 

6 三井住友信託銀行 473 742 62 △ 212 530 56 1,010 

7 その他グループ会社 126 366 25 △ 221 145 18 250 

8 投資家 364 638 △ 50 △ 343 295 △ 69 510 

9 三井住友信託銀行 316 394 △ 86 △ 160 233 △ 82 430 

10 その他グループ会社 48 244 36 △ 183 61 13 80 

11 不動産 109 301 64 △ 132 168 59 350 

12 三井住友信託銀行 77 182 55 △ 49 132 55 290 

13 その他グループ会社 31 119 9 △ 83 35 3 60 

14 マーケット （*1） 275 409 59 △ 72 337 62 480 

15 運用ビジネス （*2） 225 439 △ 91 △ 306 132 △ 93 300 

21年度上期
実質業務

純益

22年度上期
実質業務

純益

実質業務
粗利益

総経費

22年度予想
実質業務

純益

損益の状況（セグメント別）

（*1） 実質業務粗利益および実質業務純益は、便宜的に「株式等関係損益」に計上される損益（21年度上期：20億円、22年度上期：－億円、増減△20億円）
「その他の臨時損益」に計上される株式関連派生商品損益(21年度上期：△0億円、22年度上期：37億円、増減+38億円)を含む

（*2） 資産運用会社（三井住友トラスト・アセットマネジメント（連結）、日興アセットマネジメント（連結）、スカイオーシャン・アセットマネジメント、JP投信）の合計
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増減

22 業務粗利益 2,539 2,549 9 

23 資金関連利益 1,461 1,101 △ 359 

24 手数料関連利益 807 908 101 

25 特定取引利益 381 △ 317 △ 698 

26 その他業務利益 △ 110 855 966 

27 うち外国為替売買損益 △ 181 840 1,021 

28 　　　　（外貨余資運用益） (81) (337) (255) 

29 　　　　（外貨余資運用益以外） (△ 263) (502) (765) 

30 　　 国債等債券関係損益 81 △ 258 △ 340 

31 　　 金融派生商品損益 3 280 277 

32 手数料関連利益 807 908 101 

33 うち投資運用コンサルティング関連 206 206 0 

34 うち資産運用・資産管理関連 327 333 5 

35 うち不動産仲介関連 95 150 54 

36 うち証券代行関連 127 127 0 

37 うち相続関連 19 19 △ 0 

38 うち法人与信関連 105 143 38 

39 国債等債券関係損益 81 △ 258 △ 340 

40 国内債 11 △ 69 △ 80 

41 外債 70 △ 189 △ 259 

21年度
上期

22年度
上期（億円） 増減

1 実質業務純益 1,309 1,261 △ 48 

2 業務粗利益 2,539 2,549 9 

3 実質的な資金関連の損益 1,542 1,439 △ 103 

4 資金関連利益 1,461 1,101 △ 359 

5 外貨余資運用益 81 337 255 

6 手数料関連利益 807 908 101 

7 特定取引利益・外国為替売買損益 118 185 67 

8 特定取引利益 381 △ 317 △ 698 

9 外為売買損益（外貨余資運用益以外） △ 263 502 765 

10 国債等債券関係損益 81 △ 258 △ 340 

11 金融派生商品損益 3 280 277 

12 経費 △ 1,229 △ 1,287 △ 57 

13 与信関係費用 60 △ 89 △ 150 

14 その他臨時損益 △ 216 △ 73 142 

15 うち株式等関係損益 △ 185 △ 5 180 

16      年金数理差異等償却 △ 5 △ 19 △ 13 

17 経常利益 1,154 1,098 △ 55 

18 特別損益 △ 7 △ 5 1 

19 税引前当期純利益 1,147 1,093 △ 53 

20 法人税等合計 △ 272 △ 269 2 

21 当期純利益 875 824 △ 51 

21年度
上期

22年度
上期

損益の状況（三井住友信託銀行）

（*） 2022/4/1付組織再編に伴い集計範囲を変更。21年度上期も同様の集計範囲
で再集計

（*）

（*）
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22年度上期

前年同期比 前年同期比 前年同期比

1 資金利益合計 1,001 △ 364 

2 国内部門 0.37% 0.01% 876 27 

3 資金運用勘定 46.35 0.66 0.50% 0.02% 1,181 60 

4 うち貸出金 24.62 △ 0.01 0.64% 0.00% 793 1 

5 うち有価証券 4.87 0.51 1.43% 0.07% 350 52 

6 資金調達勘定 45.70 0.71 0.13% 0.01% △ 305 △ 33 

7 うち預金 27.45 △ 0.04 0.05% △ 0.01% △ 80 4 

8 うち信託勘定借 4.26 0.21 0.46% 0.00% △ 99 △ 5 

9 うちスワップ払い --- --- --- --- △ 50 △ 41 

10 国際部門 0.17% △ 0.54% 125 △ 391 

11 資金運用勘定 16.66 2.12 1.74% 0.70% 1,455 694 

12 うち貸出金 6.94 1.09 2.44% 1.05% 851 440 

13 　　  預け金 2.84 1.03 1.39% 1.18% 198 179 

14 うち有価証券 2.80 0.37 2.34% △ 0.18% 329 21 

15 資金調達勘定 16.84 2.33 1.57% 1.24% △ 1,329 △ 1,085 

16 うち預金 6.77 1.47 1.23% 1.03% △ 420 △ 366 

17 うちNCD・USCP 6.79 0.36 1.48% 1.35% △ 504 △ 462 

18 うち債券レポ 1.45 △ 0.17 1.44% 1.36% △ 105 △ 98 

19 うちスワップ払い --- --- --- --- △ 167 △ 64 

20 （＋） 合同信託報酬 100 5 

21 （＋） 外貨余資運用益 337 255 

22 実質的な資金関連の損益 1,439 △ 103 

23 国内預貸粗利鞘／預貸収支 0.59% 0.01% 713 5 

24 国際預貸粗利鞘／預貸収支 1.21% 0.02% 430 74 

収支
（平残：兆円）
（収支：億円）

平残 利回り

資金利益（三井住友信託銀行）

国内預貸粗利鞘の推移（四半期毎）

国際預貸粗利鞘の推移（四半期毎）
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顧客受信・
中銀預金等

45.6

 円投（CCS） 12.4

顧客資産レポ 4.5

シニア債等 10.0

NCD
USCP

49.9

貸出 48.1

クレジット債券 8.3

I/B運用等 19.8

為替
フォワード

41.4

債券投資 9.0

48.7

7.1

21.0

38.7

8.1

46.1

10.9

7.8

9.2

45.8

（参考）外貨バランスシートの状況 （三井住友信託銀行）

上記合計 126.7 上記合計 126.7123.7 123.7

外貨B/Sの状況（22/9末）（単位：10億ドル）

（参考）
22/3末

（参考）
22/3末

外貨ALM運営

◆外貨B/Sのうち、コアアセットである貸出及びクレジット
債券に対しては、それら資産を上回る、高粘着性の顧客
受信・中銀預金、長期調達の円投（CCS）、顧客資産レポ、
シニア債等で安定的に調達する構造

◆NCD・USCPでの短期調達は外貨B/Sにおけるバッファ
として位置づけ、I/Bや為替フォワードで短期運用

外貨コアB/S

外貨余資の
市場運用

債券レポ 4.0

ベーシススプレッド（*）の推移（米ドル・円）

（*） SOFRとTONAを基準金利とするベーシススワップのスプレッド

3.6
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外貨余資運用にかかる損益の構造

 為替フォワード取引（運用）の収益源泉はベーシス要因と金利差要因だが、金利差部分は調達コストと相殺しあう関係

 米短期金利の上昇によりグロスの調達コスト、運用益ともに増加、ネット収益は前年同期比横ばい

その他
業務利益

資金
関連利益

＜金利差要因＞

＜調達コスト＞

円金利がゼロ近傍で推移する
現在の環境下では
｢金利差≒米ドルLIBOR｣

運用原資の調達コストは概ね
LIBORフラット水準

相殺しあう関係

＜ベーシス要因＞

市場環境に左右されるが
継続的なドル需要が存在

（*） 上記は内容理解を促す観点から単純化したものであり、実際の調達・運用は市場環境に左右される
表中の計数は、ベーシス要因と金利差要因を合計したグロス収益を示す
22/1Qについて、グロス収益の内訳を修正

【運用】為替フォワード

【調達】主にNCD・USCP
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手数料関連利益

単体 連結 （*1）

（億円） 前年同期比 前年同期比

1 手数料関連利益合計 908 101 2,175 143 

2 投資運用コンサルティング関連 206 0 206 0 

3 カード関連 - - 197 20 

4 資産運用・資産管理関連 333 5 998 △ 40 

5 収益 526 4 1,096 △ 40 

6 事務アウトソース費用 △ 193 1 △ 98 0 

7 証券代行関連 127 0 221 7 

8 収益 190 7 221 7 

9 事務アウトソース費用 △ 62 △ 6 - - 

10 不動産関連 182 55 301 64 

11 その他（融資手数料等） 58 39 249 90 

12 手数料収益比率 （*2） 35.6% 3.9% 53.2% 2.5% 

（*1） 内部取引消去実施後の数値を記載しています。

（*2） 粗利益に占める手数料関連利益の割合 

22年度
上期

22年度
上期

手数料収益比率（連結）
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経費

経費の内訳
（億円） 増減

1 人件費 △ 1,044 △ 1,099 △ 54 

2 物件費 △ 1,140 △ 1,230 △ 89 

3 税金 △ 78 △ 73 4 

4 総経費 △ 2,262 △ 2,402 △ 139 

5 経費率（総経費／実質業務粗利益） 56.5% 58.8% + 2.3%

（億円） 増減

6 人件費 △ 554 △ 586 △ 31 

7 給与等 △ 519 △ 545 △ 25 

8 退職給付費用 54 53 △ 1 

9 その他人件費 △ 89 △ 93 △ 4 

10 物件費 △ 627 △ 656 △ 29 

11 システム関連費用 △ 222 △ 235 △ 13 

12 その他物件費 △ 405 △ 421 △ 16 

13 税金 △ 48 △ 45 3 

14 経費 △ 1,229 △ 1,287 △ 57 

15 経費率（経費／業務粗利益） 48.4% 50.5% + 2.1%

[連結] 21年度
上期

22年度
上期

[単体] 21年度
上期

22年度
上期
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[与信関係費用の状況]

（億円）

1 三井住友信託銀行 60 △ 89 

2 一般貸倒引当金 62 43 

3 個別貸倒引当金 15 △ 126 

4 償却債権取立益 6 4 

5 貸出金売却損・償却 △ 23 △ 10 

6 その他グループ会社 △ 9 0 

7 合計 51 △ 88 

（億円） 保全率（*1） 引当率（*2）

8 銀行法及び再生法に基づく債権合計 1,483 70.7% 53.8% △ 511 

9 （不良債権比率） (0.5%) --- --- (△ 0.1%)

10 破産更生等債権 191 100.0% 100.0% 24 

11 危険債権 975 67.2% 57.6% △ 203 

12 要管理債権 317 63.7% 22.1% △ 332 

13 三月以上延滞債権 27 --- --- 27 

14 貸出条件緩和債権 291 --- --- △ 359 

15 要注意先債権（要管理債権除く） 3,193 --- --- 93 

16 正常先債権 323,166 --- --- 13,848 

17 総計 327,842 --- --- 13,430 

（*1）（担保掛目考慮後の保全額＋引当額）／債権額

（*2）引当額／（債権額－担保掛目考慮後の保全額）

21年度
上期

22年度
上期

主な発生要因（22年度上期）

22/9末 22/3末比

与信関係費用と銀行法及び再生法に基づく債権

不良債権の推移

三井住友トラスト・パナソニックファイナンス0億円
特例引当金の取り崩しは僅少

特例引当金残高
203億円（22/9末）

区分悪化：約△150億円
区分改善：約10億円
残高要因等（含む取立益）：約50億円
特例引当金取り崩しは僅少

[銀行法及び再生法に基づく債権の状況（単体）]
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有価証券

［時価のある有価証券（連結）］ 取得原価 評価損益

（億円） 22/9末 22/3末比 22/9末 22/3末比

1 その他有価証券 61,900 △ 6,575 3,135 △ 881 

2 株式 5,378 △ 110 5,799 △ 804 

3 債券 23,538 △ 11,311 △ 171 △ 37 

4 その他 32,983 4,846 △ 2,492 △ 39 

5 満期保有目的の債券 2,520 141 98 △ 32 

［時価のあるその他有価証券（三井住友信託銀行）］

6 その他有価証券 60,335 △ 6,588 3,286 △ 878 

7 株式 5,133 △ 90 6,021 △ 822 

8 債券 23,538 △ 11,311 △ 171 △ 37 

9 うち国債 15,937 △ 11,429 △ 185 △ 39 

10 その他 31,663 4,813 △ 2,563 △ 18 

11 国内向け投資 1,022 136 24 2 

12 海外向け投資 19,742 4,192 △ 848 △ 660 

13 うち米国債 7,064 1,842 △ 590 △ 434 

14 その他（投資信託等） 10,897 484 △ 1,738 638 

15 うち政策保有株式ヘッジ 7,931 △ 468 △ 1,877 539 

（*1） 米国債に対するヘッジ会計適用のデリバティブによるヘッジ勘案後の評価損益は△245億円

（*2） 資本規制上のヘッジ効果が得られるもの： 取得原価 6,747億円、評価損益△1,503億円

［時価のある満期保有目的の債券（三井住友信託銀行）］

16 満期保有目的の債券 2,520 141 98 △ 32 

17 うち国債 1,174 △ 1 116 △ 14 

18 うち海外向け投資 773 173 △ 22 △ 17 

マーケット事業保有債券の状況 （*4）

10BPV （*5） デュレーション（年） （*5）

（億円） 22/9末 22/3末比 22/9末 22/3末比

19 円債 63 △ 8 3.2 0.9 

20 外債(*6) 27 10 3.4 0.5 

（*4） 「満期保有目的の債券」「その他有価証券」を合算した管理ベース

（*5） ヘッジ会計適用のデリバティブ等でヘッジを行っている

        投資残高を控除して算出

（*6） ドル/ユーロ/ポンド建の債券を合算

(*1)

その他有価証券（時価あり）の評価損益

（*3） 三井住友信託銀行保有分

（*3）

（*3）

(*2)
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【自己資本比率の主な変動要因】

[自己資本]

（1） 普通株式等Tier1資本：△14億円

・純利益：＋1,040億円

・その他有価証券評価差額金（ヘッジ勘案後）：△442億円

・配当：△367億円 ・自己株式取得：△299億円

[リスク・アセット]

（2） 信用リスク：＋21,080億円

・円安に伴う外貨建て与信等（円換算額）の増加：約＋9,000億円

・オルタナティブアセットに対する投資の増加：約＋11,000億円

自己資本比率等の状況

   ［自己資本比率等の状況（連結）］ 22/3末 22/9末

（億円） 増減

1 総自己資本比率 15.61% 13.86% △ 1.75% 

2 Tier1比率 13.71% 12.38% △ 1.33% 

3 普通株式等Tier1比率 12.31% 11.11% △ 1.20% 

4 総自己資本 31,444 30,914 △ 529 

5 Tier1資本 27,615 27,602 △ 12 

6 普通株式等Tier1資本 24,801 24,787 △ 14 （1）

7 基礎項目 26,828 26,861 32 

8 1,980 1,639 △ 340 

9 調整項目 △ 2,026 △ 2,073 △ 47 

10 その他Tier1資本 2,813 2,815 1 

11 Tier2資本 3,829 3,312 △ 517 

12 リスク･アセット 201,353 222,930 21,576 

13 信用リスク 179,210 200,290 21,080 （2）

14 マーケット･リスク 12,685 13,062 376 

15 オペレーショナル・リスク 9,457 9,577 120 

うちその他の包括利益累計額（*1）

   ［その他の健全性規制比率の状況（連結）］ 22/9末

（億円） 22/3末比

16 レバレッジ比率 （*2） 5.13% △ 0.19% 

17  （日銀預け金含みベース） （3.93%） （△ 0.19%）

18 Tier1資本の額 27,602 △ 12 

19 総エクスポージャーの額 （*2） 537,806 19,036 

20  （日銀預け金含みベース） （700,597） （30,985）

21 流動性カバレッジ比率 （*3） 149.5% △ 23.9% 

22 適格流動資産の額 190,927 △ 1,106 

23 純資金流出額 127,705 17,014 

 普通株式等Ｔｉｅｒ１比率は、円安に伴う外貨建て与信の増加等によるリスク・アセットの増加により、22/3末比1.20ポイ
ント下落の11.11%。バーゼルⅢ最終化ベース（試算値）では、同約0.6ポイント下落の9.3％

 レバレッジ比率・流動性カバレッジ比率は、いずれも規制要求を上回る水準を確保

（*1） うちその他有価証券評価差額金（22/9末） 2,151億円（22/3末比△624億円）
（*2） 2020年6月30日付金融庁告示改正に基づく計算

なお、項目17、項目20に改正前の基準での計算値を参考記載
（*3） 当四半期における平均値。22/3末を末日とする四半期との比較を記載
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21年度 22年度

実績 上期 予想

（億円） 実績

1 実質業務純益 3,460 1,682 3,100 △ 360 (1)

2 （三井住友信託銀行） (2,420) (1,261) (2,200) (△ 220)

3 実質業務粗利益 8,081 4,085 8,000 △ 81 

4 三井住友信託銀行 4,906 2,549 4,750 △ 156 

5 その他グループ会社等 3,175 1,536 3,250 + 74 

6 総経費 △ 4,620 △ 2,402 △ 4,900 △ 279 

7 三井住友信託銀行 △ 2,485 △ 1,287 △ 2,550 △ 64 

8 その他グループ会社等 △ 2,135 △ 1,115 △ 2,350 △ 214 

9 与信関係費用 △ 415 △ 88 △ 200 + 215 (2)

10 株式等関係損益 △ 383 △ 25 0 + 383 (3)

11 その他臨時損益 △ 364 △ 117 △ 250 + 114 

12 経常利益 2,297 1,451 2,650 + 352 

13 うち三井住友信託銀行 1,508 1,098 1,950 + 441 

14 親会社株主純利益 1,690 1,040 1,900 + 209 

15 うち三井住友信託銀行 1,133 824 1,450 + 316 

16 1株当たり配当金（普通株式） 170円 100円 200円 ＋30円 

17 連結配当性向 37.7% --- 38.7% +1.0％ 

21年度比

（参考）2022年度業績予想

 実質業務純益は、21年度の市況の押上げ効果の剥落を考慮、市況変動リスクにも備え、21年度比△360億円の
3,100億円を予想

 親会社株主純利益は、 21年度比＋209億円増益の1,900億円を予想。中計最終年度目標達成を目指す

 株主還元方針（※）に基づき、22年度の1株当たり配当金は200円（21年度比＋30円）、連結配当性向38.7％

【想定】

（1） 実質業務純益：21年度比△360億円
・ 粗利は三井住友信託銀行を主因に市況押上げ

効果の剥落により減益
（当該要因を除けば、実質増益）

・ 経費は粗利連動経費の増加及び人的資本、
ＤＸ・デジタルへの積極的な投資により増加

（2） 与信関係費用： 22年度予想△200億円
・ 22/3末時点の特例引当金約210億円と

合わせ約△410億円の構え

（3） 株式等関係損益： 22年度予想0億円
・ 政策保有株式売却に伴う実現益は、

ベア投信の評価損益改善に充当

（※） 株主還元方針
 業績に応じた株主利益還元策として、22年度を

めどに連結配当性向40％程度への引き上げを
目指す

 さらに、資本十分性の確保を前提として、中長期
的な利益成長に向けた資本活用、資本効率性改
善効果のバランスを踏まえつつ、機動的に自己
株式取得を実施

70



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 

21年度 22年度 22年度

（億円） 上期 上期 増減 期初計画

1 収益合計 206 206 0 400 

2 投信販売手数料 30 15 △ 14 55 

3 保険販売手数料 24 45 21 40 

4 販社管理手数料等 152 145 △ 6 305 

21年度 22年度 22年度

（億円） 上期 上期 増減 期初計画

5 販売額合計 5,963 6,082 118 11,100 

6 投信 4,347 3,578 △ 768 8,100 

7 ファンドラップ・SMA 834 1,173 339 1,500 

8 保険 782 1,330 548 1,500 

22/3末 22/9末 23/3末

（億円） 増減 期初計画

9 残高合計 73,066 70,734 △ 2,331 74,100 

10 投信 38,868 37,087 △ 1,780 40,400 

11 ファンドラップ・SMA 10,323 10,726 402 10,800 

12 保険 23,874 22,921 △ 953 22,900 

 収益は、前年同期並みの206億円を確保。保険販売手数料が増加の一方、投信販売手数料は減少

 販売額は、前年同期比118億円増加の6,082億円。投信減少の一方、保険及びファンドラップ・SMAは増加

手数料ビジネス： 投資運用コンサルティング

残高の推移

収益の推移（四半期毎）収益の状況

販売額・残高の状況
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21年度 22年度 22年度

（億円） 上期 上期 増減 期初予想

1 不動産仲介等手数料 198 261 62 530 

2 三井住友信託銀行 95 150 54 330 

3 三井住友トラスト不動産 102 110 8 200 

4 不動産信託報酬等 30 31 1 60 

5 その他不動産関連収益 7 8 1 15 

6 三井住友信託銀行 - △ 0 △ 0 - 

7 グループ会社 7 8 1 15 

8 合計 236 301 64 605 

9 うち三井住友信託銀行 126 182 55 390 

22/3末 22/9末

（億円） 増減

10 不動産証券化受託残高 220,238 227,611 7,372 

11 REIT資産保管受託残高 175,080 167,430 △ 7,649 

12 投資顧問運用残高 6,245 6,137 △ 107 

13 私募ファンド 3,402 3,232 △ 170 

14 公募不動産投信 2,843 2,905 62 

手数料ビジネス： 不動産

 法人不動産仲介（三井住友信託銀行）は、大型案件の成約を主因に前年同期比54億円増益の150億円

 個人関連不動産仲介（三井住友トラスト不動産）も好調を維持。前年同期並みの高水準を確保

不動産仲介等手数料の推移収益の状況（グループベース）

資産運用・管理残高の状況
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資産運用残高の状況 資産管理残高の状況

手数料ビジネス： 資産運用・管理（投資家・運用ビジネス）

 資産運用残高は、22/3末比6.6兆円減少の約114兆円。時価下落による影響が主因

 資産管理残高も、時価影響を主因として国内の投信以外を除き減少

ドル/円 108.69 110.65 122.38 144.81

TOPIX 1,403.04 1,954.00 1,946.40 1,835.94

22/3末 22/9末

（兆円） 増減

1 資産運用残高（*1） 120.7 114.1 △ 6.6 

2 三井住友トラストAM 91.2 87.1 △ 4.1 

3 投信 15.9 14.1 △ 1.8 

4 投信以外（*2） 75.2 73.0 △ 2.2 

5 年金信 14.8 13.9 △ 0.8 

6 指定単 12.9 12.5 △ 0.4 

7 投資一任 47.5 46.5 △ 0.9 

8 日興AM 29.5 26.9 △ 2.5 

（*1） 実際の運用主体別残高

（*2） 一部三井住友信託銀行の資産運用残高を含む

22/3末 22/9末

[国内] （兆円） 増減

9 投信（*3） 91.5 85.6 △ 5.8 

10 投信以外（*3） 93.5 95.9 2.4 

[海外] （100億ドル）

11 グローバルカストディ（*4） 44.5 37.8 △ 6.6 

12 ファンドアドミ 9.3 8.2 △ 1.1 

（*3） 三井住友信託銀行の資産管理残高

（*4） 三井住友信託銀行、米国三井住友信託銀行、三井住友トラストLUXの合計
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資金ビジネス： クレジットポートフォリオ（三井住友信託銀行）

法人向け

個人向け クレジットポートフォリオの推移

21年度 22年度 22年度

（億円） 上期 上期 増減 期初計画

1 個人ローン実行額 6,316 4,440 △ 1,875 11,000 

2 うち住宅ローン実行額 5,897 3,959 △ 1,937 10,000 

22/3末 22/9末 23/3末

（億円） 増減 期初計画

3 個人ローン残高 112,516 111,839 △ 677 113,500 

4 うち住宅ローン残高 105,437 105,644 206 106,500 

(*) 為替影響：コーポレート（外貨）約5,066億円、プロダクト（外貨）約5,113億円

 個人ローン：ローン実行額は前年同期比減少、残高は22/3末比やや減少

 法人与信：コーポレートからプロダクトへの与信シフトを継続。残高増加は主に円安影響によるもの

22/3末 22/9末 23/3末

（億円） 増減 （*） 期初計画

5 コーポレート（円貨） 112,832 116,428 3,596 114,000 

6 コーポレート（外貨） 33,224 37,004 3,779 32,000 

7 プロダクト関連（円貨） 32,609 32,801 192 33,000 

8 プロダクト関連（外貨） 31,448 40,012 8,564 31,000 

9 法人与信残高 210,114 226,247 16,132 210,000 

10 うちプロダクト関連 64,057 72,814 8,756 64,000 
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものでは
なく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる
可能性があることにご留意ください。当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及
ぼす可能性がある事項については、本資料のほか、決算短信（および決算説明資料）、有価証券報告書、ディ
スクロージャー誌をはじめとした当社の公表済みの各種資料の最新のものをご参照ください。
また、本資料に記載されている当社ないし当グループ以外の企業等に関わる情報は、公開情報等から引用
したものであり、当該情報の正確性・適切性等について当社は何らの検証も行っておらず、また、これを保
証するものではありません。
なお、本資料に掲載されている情報は情報提供を目的とするものであり、
有価証券の勧誘を目的とするものではありません。

＜本資料における用語の定義＞

連結： 三井住友トラスト・ホールディングス（連結） 単体： 三井住友信託銀行（単体）
2011年度以前の単体計数： 旧中央三井信託銀行（単体）＋旧中央三井アセット信託銀行（単体）＋旧住友信託銀行（単体）
親会社株主純利益： 該当する期の「親会社株主に帰属する当期純利益（四半期純利益・中間純利益）」

＜本資料で使用する略称＞

TAM： 三井住友トラスト・アセットマネジメント NAM： 日興アセットマネジメント

＜1株当たり指標について＞

「1株当たり純資産」・「1株当たり配当金」等の1株当たり指標の過年度計数は、2016年10月1日付けで実施した株式併合
（普通株式10株につき1株の割合）が過年度において実施されていたと仮定し、算定した値を記載しております

ディスクレーマー


